
ジンマーとバイオメットの統合計画に関する審査結果について 

 

平成２７年３月２５日 

公 正 取 引 委 員 会  

 

公正取引委員会は，ジンマー・インク（本社米国。以下，同社が属する企業結合集団を

「ジンマー」という。）とバイオメット・インク（本社米国。以下，同社が属する企業結

合集団を「バイオメット」といい，ジンマーとバイオメットを併せて「当事会社」という。）

の統合（以下「本件統合」という。）（注）について，当事会社から独占禁止法の規定に

基づく計画届出書の提出を受け，審査を行ってきたところ，当事会社が申し出た問題解消

措置を講じることを前提とすれば，一定の取引分野における競争を実質的に制限すること

とはならないと認められたので，当事会社に対し，排除措置命令を行わない旨の通知を行

い，本件審査を終了した。 

本件については，米国連邦取引委員会，欧州委員会等も審査を行っており，当委員会は，米

国連邦取引委員会及び欧州委員会との間で情報交換を行いつつ審査を進めた。 

 

（注）本件統合は，①ジンマー・インクの子会社とバイオメット・インクの親会社が，バ

イオメット・インクの親会社を存続会社とする合併を行い，②合併後の会社の株式を

ジンマー・インクが全部取得するものである。 

 

第１ 本件の概要 

本件は，医療機器の製造販売業を営むジンマーとバイオメットが統合することを計

画しているものである。 

 

第２ 本件の経緯 

平成２６年 ８月 ４日 合併に関する計画の届出及び株式取得に関する計画の届

出の受理（第１次審査の開始） 

         ９月 ３日 報告等の要請（第２次審査の開始） 

        １２月２５日 全ての報告等の受理 

               （事前通知期限：平成２７年３月２６日） 

平成２７年 ３月２５日 排除措置命令を行わない旨の通知 

 

第３ 結論 

当委員会は，当事会社が当委員会に申し出た「ＵＫＡ（人工膝関節の一種）」と「人

工肘関節」に係る問題解消措置を講じることを前提とすれば，本件統合が一定の取引分

野における競争を実質的に制限することとはならないと判断した（商品概要や問題解消

措置等に関する審査結果の詳細については別紙参照）。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局企業結合課 

電話 ０３－３５８１－３７１９（直通） 

ホームページ http://www.jftc.go.jp/ 







 

 
 



ジンマーとバイオメットの統合計画に関する審査結果について 

 

第１ 当事会社 

ジンマー・インク（以下，同社が属する企業結合集団を「ジンマー」という。）は，医

療機器製造販売業等を営む会社である。 

バイオメット・インク（以下，同社が属する企業結合集団を「バイオメット」とい

う。）は，医療機器製造販売業等を営む会社である。 

   以下，ジンマーとバイオメットを併せて「当事会社」という。 

 

第２ 本件の概要及び関係法条 

本件は，①ジンマー・インクの子会社とバイオメット・インクの親会社が，バイオ

メット・インクの親会社を存続会社として合併し，②合併後の会社の株式をジンマー・

インクが全部取得するものである（以下，当該合併と当該株式取得を併せて「本件統

合」という。）。 

関係法条は，独占禁止法第１０条及び第１５条である。 

なお，ジンマー・インク及びバイオメット・インクは共に医療機器製造販売業等を

営む会社であり，両社及び両社の子会社が製造販売する商品間で水平関係 1にあるもの

は多岐にわたる。後記第３以下においては，これらのうち当事会社のシェアがいずれ

も比較的高く，競争に与える影響が比較的大きいと考えられた人工関節 2（人工股関

節，人工膝関節，人工肩関節及び人工肘関節。以下同じ。）について検討した。 

 

第３ 本件審査の経緯及び審査結果の概要 

１ 本件審査の経緯 

当事会社は，平成２６年６月以降，本件統合が競争を実質的に制限することとはな

らないと考える旨の意見書及び資料を自主的に公正取引委員会に提出し，当委員会

は，当事会社の求めに応じて，当事会社との間で数次にわたり会合を持った。その後，同

年８月４日に届出会社から，独占禁止法の規定に基づき本件統合計画の届出書が提出

されたので，当委員会はこれを受理し，第１次審査を開始した。当委員会は，前記届

出書その他の当事会社から提出された資料，需要者に対するヒアリング等を踏まえつ

つ，第１次審査を進めた結果，より詳細な審査が必要であると認められたことから，同

1 同一の取引分野において競争関係にあることを指す。 
2 人工関節については，医療機関（医師）が商品を選択して卸売業者を通じて購入している。また，人工

関節は保険償還制度（材料価格基準制度）の対象となっている。同制度においては，各医療機器を構成す

る医療材料（特定保険医療材料を指す。以下同じ。）について，厚生労働省によって保険償還価格（以下「償

還価格」という。）が定められており，人工関節を用いて医療行為を行った医療機関は，健康保険組合等か

ら償還価格相当額が一律に償還される。償還価格は，２年に１度，厚生労働省が医療機関による各医療機

器の購入価格や海外における同種商品の販売価格を調査した上で改定される。医療機関は，医療機器を償

還価格よりも高い価格で購入した場合，償還価格と購入価格（消費税含む。）との差額が赤字（損失）とな

ることから，ほとんどの場合，償還価格よりも一定程度安い価格で購入している。 

別紙 
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年９月３日に届出会社に対し報告等の要請を行い，第２次審査を開始するとともに，同

日，第２次審査を開始したこと及び第三者からの意見書を受け付けることを公表した。 

第２次審査において，当委員会は，当事会社の求めに応じて，当事会社との間で数

次にわたり会合を持った。また，届出会社から順次提出された報告等のほか，医療機

関，卸売業者及び競争事業者に対するヒアリングの結果等を踏まえて，本件統合が競

争に与える影響について審査を進めた。 

なお，届出会社に対する報告等の要請については，平成２６年１２月２５日に提出

された報告等をもって，全ての報告等が提出された。 

 

２ 審査結果の概要 

本件においては，人工関節のうち「ＵＫＡ」及び「人工肘関節」について，当事会

社が当委員会に申し出た後記第７の措置を講じることを前提とすれば，本件統合がこ

れら以外の取引分野を含め一定の取引分野における競争を実質的に制限することとは

ならないと判断した。 

人工関節に係る審査結果の詳細は，第４及び第５のとおりである。 

 

第４ 一定の取引分野 

１ 商品範囲 

 ⑴ 人工股関節 

ア 概要 

人工股関節は，股関節の機能が損なわれた場合に，股関節の代替として用いら

れる医療機器である。 

人工股関節の置換術には大きく分けて，股関節を構成する 臼
きゅう

蓋
が い

側（骨盤側）と

大腿骨側のいずれにも損傷がみられる場合に両方を人工関節に置換する「人工股

関節全置換術」（Total Hip Arthroplasty。以下，同置換術に用いられる人工股関

節を「ＴＨＡ」という。）と，大腿骨上部先端の骨頭の頚部が骨折した場合に大腿

骨側のみを人工関節に置換する「人工骨頭置換術」がある。 

ＴＨＡは，骨盤側の医療材料である「臼蓋カップ」及び「臼蓋ライナー」，大腿

骨側の医療材料である「大腿骨ステム」及び「大腿骨ヘッド」等で構成され，人

工骨頭は，「大腿骨ステム」及び「大腿骨ヘッド」のみで構成される。 

ＴＨＡ及び人工骨頭には，主に初回手術に用いられる「プライマリー」と，再

手術に用いられる「リビジョン」と呼ばれる商品があり，大腿骨ステムや臼蓋カッ

プには，骨との接合方法に応じて,骨融合（骨とチタンが接合する性質）を利用し

た直接固定に用いられるセメントレスタイプと，骨セメントを利用した間接固定

に用いられるセメントタイプがある。 

 

イ 需要の代替性 

人工股関節のうち，ＴＨＡは臼蓋側と大腿骨側のいずれも置換する際に用いら
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れるのに対し，人工骨頭は大腿骨側のみを置換する際に用いられ，適応となる症

状が異なるため，ＴＨＡと人工骨頭に需要の代替性はない。また，プライマリー

とリビジョンについては，基本的に初回手術にはプライマリーが，再手術にはリ

ビジョンが用いられるため，これらの需要の代替性は限定的である｡他方，セメン

トレスタイプとセメントタイプについては，医師が患者の症状や使い慣れ等を考

慮して選択しているが，基本的な用途は共通しているため，需要の代替性がある。 

 

ウ 供給の代替性 

人工骨頭を構成する医療材料は基本的にＴＨＡを構成する医療材料の一部が用

いられているため，ＴＨＡと人工骨頭には供給の代替性がある。 

プライマリーとリビジョンについては，形状や構造に多少の違いがあるもの

の，基本的には同じ製造技術・設備で製造できる。また，販売に際しては，医薬

品医療機器等法 3に基づく承認等が必要（後記２参照）であり，申請から承認まで

半年から１年程度の期間を要するものの，類似の商品が市場に存在する場合は当

該期間が相当程度短くなる。したがって，プライマリーとリビジョンのいずれか

一方を販売している事業者がもう一方を新たに販売しようとする場合，同様の設

備で多大な追加的費用を負うことなく短期間で製造し，販売することができると

考えられることから，プライマリーとリビジョンには供給の代替性がある。 

 

エ 小括 

以上のとおり，前記各種類間には一定程度の需要の代替性及び供給の代替性が

認められることから，商品範囲を「人工股関節」と画定した。 

 

⑵ 人工膝関節 

ア 概要 

人工膝関節は，膝関節の機能が損なわれた場合に，膝関節の代替として用いら

れる医療機器である。 

人工膝関節の置換術には大きく分けて，膝関節の内側と外側のいずれにも損傷

がみられる場合に，内側及び外側両方を人工関節に置換する「人工膝関節全置換

術」（Total Knee Arthroplasty。以下，同置換術に用いられる人工膝関節を「Ｔ

ＫＡ」という。）と，膝関節の内側と外側の片側のみに損傷がみられる場合に，損

傷している側を人工関節に置換する「人工膝関節 単顆
た ん か

置換術」（Unicompartmental 

Knee Arthroplasty。以下，同置換術に用いられる人工膝関節を「ＵＫＡ」という。）

がある。 

ＴＫＡとＵＫＡはいずれも，大腿骨に装着する「大腿骨コンポーネント」，脛骨

に装着する「脛骨コンポーネント」，摺動
しゅうどう

部に装着する「関節面サーフェイス（ベ

3 旧薬事法。平成 26 年 11 月 25 日に「薬事法等の一部を改正する法律」が施行され，「医薬品、医療機器

等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（略称：医薬品医療機器等法）に改称された。 
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アリングインサート）」等の各医療材料で構成されるが，ＴＫＡとＵＫＡでは各医

療材料の形状等が異なっている。 

また，人工股関節と同様に，ＴＫＡにはプライマリーとリビジョンがあり，Ｔ

ＫＡ及びＵＫＡの前記の各コンポーネントにはセメントレスタイプとセメントタ

イプがある。 

 

イ 需要の代替性 

人工膝関節のうち，ＴＫＡは膝関節の全てを置換する際に用いられるのに対

し，ＵＫＡは片側のみを置換する際に用いられ，適応となる症状が異なるため，Ｔ

ＫＡとＵＫＡに需要の代替性はない。また，人工股関節と同様に，ＴＫＡのプラ

イマリーとリビジョンについては需要の代替性は限定的であり，セメントレスタ

イプとセメントタイプについては需要の代替性がある。 

 

ウ 供給の代替性 

ＴＫＡとＵＫＡはそれぞれを構成する医療材料の形状等が異なるものの，製造

のための技術は類似しており，設備はほぼ同等である。また，メーカー等がＴＫ

Ａ及びＵＫＡを国内で販売するためには，医薬品医療機器等法に基づく承認等が

必要であり，申請から承認まで半年から１年程度の期間を要するものの，類似の

商品が市場に存在する場合は当該期間が相当程度短くなる。したがって，ＴＫＡ

又はＵＫＡのいずれか一方を販売している事業者がもう一方を新たに販売しよう

とする場合，同様の設備で多大な追加的費用を負うことなく短期間で製造し，販

売することができると考えられることから，ＴＫＡとＵＫＡには供給の代替性が

ある。さらに，人工股関節と同様に，ＴＫＡのプライマリーとリビジョンについ

ても供給の代替性がある。 

 

エ 小括 

以上のとおり，ＴＫＡとＵＫＡには需要の代替性はないものの供給の代替性が

あり， ＴＫＡとＵＫＡそれぞれにおける前記各種類間には需要の代替性があるこ

とから，商品範囲を「人工膝関節（ＴＫＡ及びＵＫＡ）」と画定することも考えら

れる。しかしながら，ＴＫＡとＵＫＡについては，適応となる症状が異なるため

需要の代替性がないという事実に加え，ＴＫＡとＵＫＡの各市場における競争環

境（供給者の構成や市場シェアの状況）が大きく異なっていることから，ＴＫＡ

とＵＫＡは別の市場を形成していると考えることが妥当である。 

したがって，商品範囲について「ＴＫＡ」と「ＵＫＡ」を別に画定した。 

 

⑶ 人工肩関節 

ア 概要 

人工肩関節は，肩関節の機能が損なわれた場合に，肩関節の代替として用いら
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れる医療機器である。 

人工肩関節の置換術は大きく分けて，肩関節を構成する上腕骨側と肩甲骨側の

いずれにも損傷がみられる場合に両方を人工関節に置換する「人工肩関節全置換

術」（Total Shoulder Arthroplasty。以下，同置換術に用いられる人工肩関節を

「ＴＳＡ」という。）と，肩関節の上腕骨側の骨頭のみに損傷がみられる場合に上

腕骨側のみを人工関節に置換する「人工肩骨頭（上腕骨頭）置換術」がある。 

ＴＳＡは，上腕骨に装着する「上腕骨ステム」，「上腕骨ヘッド」及び肩甲骨に

装着する「グレノイド」の各医療材料で構成され，人工肩骨頭は上腕骨側の「上

腕骨ステム」及び「上腕骨ヘッド」のみで構成される。 

また，人工股関節と同様に，人工肩関節にはプライマリーとリビジョンがあ

り，上腕骨ステムとグレノイドについては，セメントレスタイプとセメントタイ

プがある。 

なお，国内においては平成２６年から，ヘッドとグレノイドが逆構造になって

いる（ヘッドが肩甲骨側に，グレノイドが上腕骨側に付属している）「リバースタ

イプ」の人工肩関節が販売されている。リバースタイプは，それまでＴＳＡでは

治療できなかった腱板に大きな損傷が生じている症状に適応となるものである。 

 

イ 需要の代替性 

人工肩関節のうち，ＴＳＡは上腕骨側と肩甲骨側のいずれも置換する際に用い

られるのに対し，人工肩骨頭は上腕骨側のみを置換する際に用いられ，適応とな

る症状が異なるため，ＴＳＡと人工肩骨頭に需要の代替性はない。また，人工股

関節と同様に，プライマリーとリビジョンについては需要の代替性は限定的であ

り，セメントレスタイプとセメントタイプについては需要の代替性がある。 

なお，リバースタイプについては，ＴＳＡとは適応となる症状が異なることか

ら，ＴＳＡとリバースタイプに需要の代替性はない。 

 

ウ 供給の代替性 

人工肩骨頭を構成する医療材料は基本的にＴＳＡを構成する医療材料の一部が

用いられているため，ＴＳＡと人工肩骨頭には供給の代替性がある。また，人工

股関節と同様に，プライマリーとリビジョンについても，供給の代替性がある。 

ＴＳＡとリバースタイプについては，適応となる症状が異なることから設計の

ための技術も異なっており，また，リバースタイプは国内では平成２６年になっ

て初めて承認された新しい商品であり，医薬品医療機器等法に基づく承認等に

は，ＴＳＡ等の他の既存の人工関節に比して長期間を要すると考えられる。よっ

て，ＴＳＡのメーカーが多大な追加的費用等を負うことなく短期間でリバースタ

イプを製造し，販売することは困難であると考えられ，これらの間に供給の代替

性はない。 
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エ 小括 

以上により，商品範囲を「人工肩関節（リバースタイプを除く）」と画定した 4。 

 

⑷ 人工肘関節 

ア 概要 

人工肘関節は，肘関節の機能が損なわれた場合に，肘関節の代替として用いら

れる医療機器である。 

人工肘関節の置換術には大きく分けて，肘関節の上腕骨側と尺骨側のいずれに

も損傷がみられる場合に，両方を人工関節に置換する「人工肘関節全置換術」

（Total Elbow Arthroplasty。以下，同置換術に用いられる人工肘関節を「ＴＥ

Ａ」という。）と，肘関節の 橈
と う

骨
こ つ

近位部の骨頭のみに損傷がみられる場合に，当

該部分を人工関節に置換する「人工肘骨頭（橈骨頭）置換術」がある。 

ＴＥＡは，上腕骨に装着する「上腕骨コンポーネント」及び尺骨に装着する「尺

骨コンポーネント」の各医療材料で構成され，人工肘骨頭は橈骨に装着する「橈

骨コンポーネント」で構成される。 

また，ＴＥＡには，前記の両コンポーネントが完全に連結しているリンクドタ

イプと完全には連結していないノンリンクドタイプがある。基本的には，適応可

能な症状は両タイプで共通しており，側副靭帯が機能する場合にはノンリンクド

タイプとリンクドタイプのいずれもが用いられ，側副靭帯に損傷がみられる比較

的重症の例外的な場合にはリンクドタイプのみが用いられている。 

さらに，人工股関節と同様に，ＴＥＡにはプライマリーとリビジョンがあり，前

記の各コンポーネントにはセメントレスタイプとセメントタイプがある。 

 

イ 需要の代替性 

人工肘関節のうち，ＴＥＡは上腕骨側と尺骨側を置換する際に用いられるのに

対し，人工肘骨頭は橈骨頭を置換する際に用いられ，適応となる症状が異なるた

め，ＴＥＡと人工肘骨頭に需要の代替性はない。リンクドタイプとノンリンクド

タイプについては，医師が患者の症状や使い慣れを考慮して選択しているもの

の，側副靭帯が機能していないなど一部の例外を除き，基本的な適応症状は共通

していることから，需要の代替性がある。また，人工股関節と同様に，ＴＥＡの

プライマリーとリビジョンについては需要の代替性は限定的であり，セメントレ

スタイプとセメントタイプについては需要の代替性がある。 

 

ウ 供給の代替性 

ＴＥＡと人工肘骨頭は，それぞれを構成する医療材料の形状等が異なるもの

の，製造のための技術は類似しており，設備はほぼ同等である。また，メーカー

4 当事会社の一方はリバースタイプを製造販売しておらず，当事会社間で水平関係にないことから，リバー

スタイプについては別途市場を画定していない。 
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順位 会社名 市場シェア 

 その他 ０－５％ 

合計 １００％ 

 

⑵ 競争事業者の状況及び当事会社間の関係 

有力な競争事業者として市場シェア約１０％を有するＨ社が存在するが，当事会社

との格差が著しく，他の競争事業者のシェアも非常に小さい（他の人工関節市場に

おける有力な競争事業者は，ＵＫＡ市場においてシェアをほとんど有していない。）。

また，当事会社は，従来，シェアがそれぞれ約５０％と約４０％で近接し，第１位

及び第２位を占めているところ，それぞれを競争事業者として最も意識しており，活

発に競争が行われてきたことから，本件統合により当事会社間の競争が消滅するこ

とが競争に及ぼす影響は大きいものと考えられる。 

また，各社とも一定程度の供給余力を有していると考えられるものの，シェアの小

さい事業者が多く当事会社への牽制力としては十分ではない。 

 

⑶ 参入圧力 

ＵＫＡ市場は拡大傾向にあるものの，依然として規模が小さく 5，参入が期待でき

ない状況であるため，参入圧力が働いているとはいえない。 

 

⑷ 隣接市場からの競争圧力 

ＴＫＡ市場と同様の状況であることから，隣接市場からの競争圧力が働いていると

はいえない。 

 

⑸ 需要者からの競争圧力 

ＴＫＡ市場と同様の状況であることから，需要者からの競争圧力が十分に働いてい

るとはいえない。 

 

  ⑹ 独占禁止法上の評価 

本件統合後，ＵＫＡ市場における当事会社のシェアは約９０％となり，競争事業

者との間に著しい格差が生じるほか，従来，積極的に行われてきた当事会社間の競

争が失われることとなる。一方で，当該市場に対する各競争圧力は限定的であるこ

とから，本件統合により，当事会社が価格等をある程度自由に左右することができ

る状態が現出し，ＵＫＡ市場における競争を実質的に制限することとなると判断し

た。 

 

 

5 ２０１２年の人工膝関節（ＴＫＡ及びＵＫＡ）市場の規模は約３１０億円であり，ＵＫＡの人工膝関節

市場に占める割合は数量ベースで１０％以下である。 
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さい事業者が多く，当事会社への牽制力としては十分ではない。 

 

⑶ 参入圧力 

人工肘関節市場は規模が小さく 7，参入が期待できない状況であるため，参入圧力

が働いているとはいえない。 

 

⑷ 隣接市場からの競争圧力 

ＴＫＡ市場と同様の状況であることから，隣接市場からの競争圧力が働いていると

はいえない。 

 

⑸ 需要者からの競争圧力 

ＴＫＡ市場と同様の状況であることから，需要者からの競争圧力が十分に働いて

いるとはいえない。 

 

  ⑹ 独占禁止法上の評価 

本件統合後，人工肘関節市場における当事会社のシェアは６０－７０％となり，競

争事業者との間に著しい格差が生じるほか，従来，積極的に行われてきた当事会社

間の競争が失われることとなる。一方で，当該市場に対する各競争圧力は限定的で

あることから，本件統合により，当事会社が価格等をある程度自由に左右すること

ができる状態が現出し，人工肘関節市場における競争を実質的に制限することとな

ると判断した。 

 

第６ 経済分析 

人工関節は，いずれも保険償還制度の対象であり，医療機関が卸売業者から商品を

購入する際は，償還価格が実質的な上限価格となっている。しかしながら，卸売業者

が医療機関に販売する際の平均価格（以下「卸価格」という。）は償還価格をある程度

下回っており，メーカーが卸売業者に販売する際の平均価格（以下「メーカー価格」

という。）もまた卸価格を下回っているため，各流通段階におけるこれらの価格が本件

統合の影響を受ける可能性がある。また，償還価格は，２年に一度改定されていると

ころ，おおむねそのたびに卸価格の水準に合わせて引き下げられている。そのため，仮

に本件統合に伴いメーカー間の競争が減退し，メーカー価格及び卸価格が引き上げら

れた場合，将来の償還価格が高止まりする可能性がある。 

前記の点について，価格水準が，参入等を通じて市場構造に影響を与え得ること等

を考慮した上で，人工関節において市場構造がメーカー価格に与える影響について計

量経済学的な分析を行った。その結果，市場集中度がメーカー価格に対してプラスの

効果を持つことが明らかとなった。当該分析結果を基に，本件統合がメーカー価格及

7 ２０１２年の人工膝関節（ＴＫＡ及びＵＫＡ）市場の規模が約３１０億円であるのに対し，人工肘関節

市場の規模は約４億円である。 
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び償還価格に与える影響に係るシミュレーション分析を行ったところ，本件統合と同

様の統合が２０１１年度に行われたと仮定した場合，翌年度のメーカー価格は，ＵＫ

Ａについては６．２％，人工肘関節については４．３％～５．３％，人工股関節，Ｔ

ＫＡ及び人工肩関節については１．５％～３．１％上昇し，結果として，２０１４年

度の償還価格は，ＵＫＡについては４．３％，人工肘関節については１．３％～

３．２％，人工股関節，ＴＫＡ及び人工肩関節については０．３％～２．０％，実際

の値よりも高くなっていたと推定される 8。 

この結果は前記第５の調査結果と整合しており，当委員会の判断は経済分析の結果

も踏まえて行ったものである 9。 

 

第７ 当事会社による問題解消措置の申出 

当事会社に対し，前記第５の３⑹及び５⑹について論点等の説明を行ったところ，当

事会社から，ＵＫＡ及び人工肘関節について，次の問題解消措置（以下「本件問題解

消措置」という。）の申出があった。 

① 平成２４年度におけるＵＫＡ市場の約５０％分のシェアに相当する当事会社の有

力なブランドに係る有形資産（在庫，設計履歴，試験・臨床データ等），知的財産権

（対象商品に使用される特許，商標，ノウハウ等）等を譲渡する。 

② 平成２４年度における人工肘関節市場の約２０％分のシェアに相当する当事会社

の有力なブランドに係る有形資産（同上），知的財産権（同上）等を譲渡する。 

③ 譲渡先は，整形外科・人工関節分野における十分な経験及び能力を有し，当事会

社から独立した資本上無関係な事業者であり，かつ，処分対象事業を維持し発展さ

せるための財源，専門性及びインセンティブを有することなどを基準に選定し，具

体的な譲渡先については，譲渡先との契約締結後，当委員会に報告し，同意を得る。 

④ 当事会社が一定期間内に譲渡先との契約締結に至らなかった場合，独立した第三

者（事業処分受託者）が当委員会の同意を得た上で前記①及び②の事業を売却する。 

⑤ 譲渡の実行期限は，譲渡先について当委員会の同意を得た日から３か月とする。 

 

第８ 問題解消措置に対する評価 

本件問題解消措置を講じることを前提とすれば，本件統合後のＵＫＡ市場における当

事会社の合算市場シェア・順位は，約４０％・第２位，また，本件統合後の人工肘関節

市場における当事会社の合算市場シェア・順位は，約４０％・第１位又は第２位となる

ものの，本件統合後の当事会社の市場シェアは，ＵＫＡ市場及び人工肘関節市場のいず

8 推定値に幅があるのは，人工関節は複数の機能区分（構造，使用目的，医療上の効能及び効果等からみ

て類似していると認められる医療材料を一群として，厚生労働大臣が定めた区分）に分類されるところ，機

能区分ごとに推定値が異なるためである。 
9 ただし，本分析のように企業結合審査においてシミュレーション分析を用いる際は，当該分析の結果

が，一連の仮定の上に成り立っていることを認識する必要がある。したがって，本分析のシミュレーショ

ン結果は，本件統合の効果に関する決定的な結論ではなく，定性的な調査結果を補完するものとして位置

付けられる。 
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れにおいても，本件統合前の当事会社のうち，市場シェアの大きい方を下回ることとな

る。 

譲渡先については，前記第７の③の要件を満たしていれば，ＵＫＡ市場及び人工肘関

節市場における独立した有力な競争者となると考えられるところ，実際の譲渡先が当該

要件を満たしているかについては，当事会社からの報告を受けた後，当委員会において

判断することとする。 

また，本件統合後に事業譲渡が行われる場合であっても，譲渡の実行期限は当事会社

が譲渡先について当委員会の同意を得た日から３か月以内に行われることとされてい

ることなどから，問題解消措置を講じる期限は適切かつ明確に定められている。 

以上を踏まえると，本件問題解消措置を講じることを前提とすれば，本件統合につい

て，一定の取引分野における競争を実質的に制限することとはならないと判断した。 

 

第９ 結論 

当事会社が申し出た問題解消措置を講じることを前提とすれば，本件統合がＵＫＡ

市場及び人工肘関節市場における競争を実質的に制限することとはならないと判断し

た。 
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